
（別紙様式４－２）                                               （特別支援学校用） 
 

 熊本県立松橋支援学校 令和２年度（２０２０年度）学校評価計画表 
 

１ 学校教育目標 

児童生徒一人一人の個性を認め合い、「育成を目指す資質・能力」に即したきめ細やかな教育活動を通し
て、自立と社会参加に向けて、豊かな人生を切り拓く児童生徒を育てる。 

 

２ 本年度の重点目標 
（１）知肢併置校及び分教室・寄宿舎設置校として､魅力に溢れ特色ある学校づくりを推進するとともに、

令和３年度開校予定の鏡わかあゆ高等支援学校への分離・移行に向けた引き継ぎ等の取組を強化する｡ 
（２）学習指導にあたっては、「育成すべき資質・能力」に即した指導内容と評価の一体化及びＰＤＣＡ

サイクルを意識し、指導後の評価を基にして、より良い次の指導・支援につなげるように取り組む。 
（３）切れ目のない支援体制の構築のため、一貫した指導・支援が提供できるよう、個別の教育支援計画､

個別の指導計画等による引き継ぎを確実に行い、指導・支援の継続を図る。 
（４）新学習指導要領に即した取組においては、示された各教科等の内容を十分踏まえ、児童生徒の実態

に応じて、各学部・学科の教育課程の中で適切に取り扱っていく。 
（５）一人一人の可能性を見出し、希望する進路の実現を図る取組を充実させるために、進路学習を工夫

し、関係機関と連携した職場開拓を行うとともに、卒業生に対するアフターケアを充実させ、離職防
止等への迅速な対応を行う。 

（６）障害者差別解消法に示されている、障がいを理由とする不当な差別的取扱を禁止するとともに、イ
ンクルーシブ教育システムの実現に向けた適切な合理的配慮を提供していく。 

（７）共生社会の実現をめざす観点から、近隣小中学校、高校、関係団体等との交流及び共同学習並びに
居住地校交流に積極的に取り組んでいく。 

（８）人権教育に関する研修を一層充実させ、同和問題に関する基本的認識を深め、具体的実践力を高め
る。また、すべての教育活動において、人権教育の視点を踏まえ、人権尊重を徹底し、互いの良さを
認め合う学校づくりをさらに進める。 

（９）危機管理において、地域と連携した防災体制を構築する。学校保健及び学校安全の一層の充実を図
り、心身ともに健康で安全に生活できる学校づくりを推進する。 

（10）特別支援教育コーディネーター、スーパーティーチャーを中心として、センター的機能の一層の充
実を図り、巡回相談や研修等での支援等を通して地域における特別支援教育の推進に寄与する。 

（11）実践研究の推進並びに各種研修・校外研修等への出席・復講により、全職員が資質と専門性を一層
高め、特別支援教育及び教育全般に係る喫緊の課題や最新の状況等の認識を深めるための機会を充実
する。また、日ごろの職務を通して、専門性を向上させるためにＯＪＴの推進を図る。 

 

３ 自己評価総括表 
  評価項目 

評価の観点 具体的目標 具体的方策 
評
価 

成果と課題 
大項目 小項目 

 
 
 
 
 
 
 
 

学校 
経営 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

知肢併置
校及び分
教室･寄宿
舎設置校
として、
魅力に溢
れる特色
ある学校
づくり 

松橋支援学校の
児童生徒として
の自覚と誇りの
更なる育成 

児童生徒が学習･文
化･体育等あらゆる
分野で自らの特性
を活かし､力を発揮
する。       

昨年度より継
続して各種の
大会･コンク
ール･検定等
へ積極的に出
場･出品する｡ 

Ａ 

コロナ禍により体育分野での出場
は昨年より減ったが、今年度も各
種コンクール等への積極的に出品
し、多くの入賞並びに表彰を受け
た。              

児童生徒の個々の
特性と課題を見極
め､児童生徒が成長
する授業づくりや
支援をする。     

各学部学科で
職員一人一人
が指導案を作
成、授業研究
会を実施し、
互いに授業の
充実を図る。 

Ａ 

各学部学科一人一人が授業案（正
案）を作成、授業研究会を実施し
て、実践力の向上につながった。 

職員一人
一人が力
を発揮し
やすい学
校づくり
の推進 
 

職員一人一人の
能力の向上､教
育活動への反映 

全職員が専門性向
上を意識した取組
で、活気ある学校
となる。        

各職員が教材
研究､指導方
法等の確認な
ど自己研鑽に
努め､実践す
る｡         

Ｂ 

コロナ禍で制約がある中で、一人
一人が日々の授業作りに連携して
取り組み、魅力的な授業実践に努
めた。                      

児童生徒・保護者
が安心安全に感じ
られる学校をつく
る。            

｢命を守る｣こ
とを第一に防
災･防犯教育､
交通事故防止
を実践する。 

Ｂ 

児童生徒の安全・安心を第一に考
えた職員の取組姿勢が見られ、各
行事にも反映されていた。      

計画的･効率的
かつ協力的な業
務遂行 

毎週水曜日を｢リフ
レッシュ･アフター
6｣と設定して､全職

日々の業務を
見直し､メリ
ハリのある働
き方を実践す

Ｂ 

時間外勤務が月平均45時間を越え
る数名の職員がいる。水曜日は18
時30分までにはほとんどの職員が
退勤するようになった。        



 
 

学校 
経営 

 

員18時までに退勤
する。          

る。         

鏡わかあ
ゆ高等支
援学校開
校へ向け
た準備と
今後の本
校の在り
方 

開校スケジュー
ルを確認しなが
ら準備を円滑に
進める｡ 
肢体不自由障が
い部門のみとな
る本校の在り方
を検討する。 

開校に向けて､校内
で可能な項目を明
確にし移行準備を
進める。         
肢体不自由障がい
部門のみとなる本
校の青写真を描く｡ 

準備する項目
を､県と確認
しながら､着
実に進める。 
本校の将来像
を､総務会で
話題にしなが
ら､関係職員
と共通理解を
図り､イメー
ジをつくる。 

Ａ 

新校開校に向けて準備室と連携を
図り、密に情報の交換を行ってい
る。年度末に向けて更に丁寧にす
すめたい。                    
新年度の本校の運営に向けて教室
や職員室の配置等について更に確
認を行っていく。  
また、肢体不自由校となり、規模
が縮小するにあたり、分掌業務の
組織と業務内容を見直し、改編を
行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
授業の 
充実 
 

新学習指
導要領と
児童生徒
の実態に
応じた教
育課程の
編制 
 

指導時数の検証
及び小・中・高
普通科の指導内
容の系統性 

昨年度､各学部・学
科で修正した教育
課程を実施し、指
導内容や時数を検
証する。         

年間指導計画
を基に、昨年
度見直した教
育課程の時数
検証を行う。
小･中･高普通
科の各教科等
を合わせた指
導において､
指導内容を学
習指導要領と
対比し、系統
性や連続性の
ある指導の可
否、取り扱え
る段階の確認
を行う。 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

各学部・学科での実践をもとに、教
育課程の時数や教科バランスの検
証を行うことができた。教育課程検
討委員会を中心に新学習指導要領
各教科内容表の活用を促し、実践に
つなげた。個別の指導計画での内容
表の活用の明確化を検討中である｡  

｢育成すべ
き資質･能
力｣｢切れ
目のない
支援｣に即
した授業
実践の充
実と専門
性の向上 

本校における「
育成を目指す資
質・能力」の共
有 

新学習指導要領の
理念を踏まえた、
本校における「育
成を目指す資質・
能力」を共有し、
授業実践に活用す
る。             

本校の「育成
を目指す資質
・能力」の３
つのキーワー
ドを授業作り
の目標設定や
評価に活用し
教育理念に沿
った授業実践
の深化を図る

     

Ｂ 
 

コロナ禍において、全体での研修
を実施できなかったため、各学部
で教育理念の確認を実施し、授業
実践を行った。特に、今年度は一
人（一グループ）一回は授業案（
正案）を作成、授業研究会を実施
し、実践力の向上を図った。    
学校全体での「学校理念の共有・
深化」には、不十分な点が残った
が、それぞれの学部での授業研究
会を通して、「育成すべき資質・
能力」を基にした実践を充実させ
ることができた。              

「切れ目のない
支援」を目指し
た研究の推進及
び専門性向上研
修の充実 

学校全体で校内授
業研究会を実施す
ることにより、学部
・学科を超えた一
貫性のある実践を
充実させる。また、
講師招へい研修の
実施や研究図書等
を活用し専門性を
向上する。 

校内授業研究
会や互いに授
業を参観する
機会を用意し
、実践力の向
上を図る。ニ
ーズに応じた
講師招へい研
修の実施や最
新の研究図書
や教材を整備
し、利用を促
進する。 

Ａ 

肢体不自由部門では、小中高合同
で授業研究会や講師招へい研修を
実施した。それぞれの発達段階に
応じた実践の在り方を学部を越え
て検討することで「切れ目無い支
援」を充実させることができた。 
専門学科・氷川分教室では、鏡わか
あゆ支援学校の開校にむけて、互
いの高等授業参観を実施した。互
いの実践の疑問点や意見感想の交
換を通して、職員の共通理解を図
ることができた。 

 
 
 
 
 
 
 
キャリ
ア教育 
(進路 
指導) 
 
 
 
 
 

各学部、
学科、分
教室で一
貫性を持
ったキャ
リア教育
の推進 
 

各学部、学科等
における内容の
妥当性と関連性 

キャリア教育の全
体計画に基づいた
実践を行う。また、
小･中学部が高等部
の体験学習報告会
に参加する機会を
つくる。 

各学部や学科
で取り組む学
習内容の教育
課程への位置
づけや学部間
の関連づけ等
を見直すなど
、必要事項の
改善を図る。 

Ｂ 

各学部における進路学習は、概ね
計画通り実施できていたが、体験
学習報告会への参加など、学部間
における相互の取組みについては
、コロナ禍の影響もあり実施する
ことができなかった。 

各学部、学科等
における連携 

現場実習・体験学習
や進路学習等の実
施にあたり、各学科
間で連携や情報共
有を密にしながら
取り組む。 

分掌部会を中
心に、各学科
の取組につい
て情報交換を
密に行い、連
携を深める。 
 

Ａ 

現場実習や体験学習については、
コロナ禍のため期日や期間の変更
等を余儀なくされたが、必要に応
じて情報交換を行い、実習先とも
丁寧に調整を図りながら実施する
ことができた。進捗の確認も学部、
学科間でできていた。 

各学部、学
科、分教室
の児童生
徒のニー

学習活動の工夫
及び改善 

高等部１年次より
現場実習や体験学
習を実施し、明らか
になった課題等を

現場実習後に
関係者による
ミーティング
を実施し、生
徒の強みや課
題を把握し、

Ｂ 

実習が終わるごとに全学年とも課
題把握ミーティングを行い、個々
の生徒の現状を把握し、その後の
指導に生かせるような情報共有を
行うことを心がけた。期間を設け
ての取組み状況確認と、実践を振



 
 
 
 
キャリ
ア教育 
(進路 
指導) 

ズに応じ
たキャリ
ア教育の
充実 

授業実践に反映さ
せる。 

全職員で共有
する。 

り返る機会の設定が今後の課題で
ある。 

ニーズに応じた
進路学習の実施 

定期的に個別面談
を行い、児童生徒の
ニーズを把握し、実
態に応じた進路学
習の充実に努める｡ 

卒業後の生活
を見据えた学
習内容を、よ
り精選し、取
組みを充実す
る。卒業生や
関係諸機関等
の人材を活用
しながら、内
容の更なる充
実を図る。 

Ｂ 

個別面談については定期的に行う
ことができた。しかし、例年実施し
てきた卒業生や企業の方々を招い
ての研修会等が一切できなかった
ため、進路学習の内容充実という
面で課題が残った。研修会に代わ
る学びの保障を検討しておく必要
がある。 

関係諸機
関と連携
した移行
支援及び 
アフター
ケア指導
の充実 
 

関係諸機関との
連携 

生徒や保護者から
あげられた卒業後
のニーズを関係諸
機関と共有し、移行
支援及びアフター
ケアの充実を図る。 

日頃から関係
諸機関と細や
かに連絡を取
り、在学中か
らの関係づく
りに努める。 
個別移行支援
計画書を活用
し、相談支援
事業所や就業
・生活支援セ
ンター、職業
センター等と
の連携を強化
する。 

Ｂ 

必要と思われる生徒については、
在学中から関係機関にも介入して
いただき、助言をいただきながら
の進路指導を行うことができた。
卒業生のケアについては、今年度
は会社への訪問がかなり制限を受
けていたため、電話で状況を確認
する程度となった。そのため、例年
に比べると丁寧に進めることがで
きなかった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
生徒 
(生活) 
指導 

 

生活面に
おける指
導の充実 

児童生徒の自己
指導能力の育成 

予防的指導の徹底
及び事後指導の充
実を図る。 

学校や社会の
ルールやマナ
ーについて、
集会等で共通
理解を図ると
ともに、学級
活動で繰り返
し確認を行う
ことで、規範
意識を高める
。 
児童生徒会に
よる生活目標
の提示により
、主体的に好
ましい行動が
できるように
する。 
一人一人に応
じた指導内容
で、組織的か
つ継続的な事
後指導を行い
、定着につな
げる。 

Ｂ 

適時、集会等でルールを周知した
が、問題行動の予防には至らなか
ったが、事後指導を継続して行う
ことにより意識の向上につなげ
た。 
児童生徒会から生活目標等を発
信し、学校生活の向上に繋げるこ
とができた。 
問題行動等に対して事後指導を
行った。 

登下校時
の安全確
保 

通学路の安全確
認と登下校指導
の徹底 

登下校指導(通年)
と自転車の安全点
検(定期)を実施し、
安全確保と交通安
全に対する意識を
高める。 

学期初めに５
日間の登下校
指導、通年で
週１回の下校
指導を実施す
る。適時に指
導及び注意喚
起を行い、集
会等で気づき
を共有する機
会を設ける。 
月１回、自転
車の安全点検
を実施し、タ
イヤやブレー
キ等の８項目
を教師と一緒
にチェックす
る。 
交通安全教室
を実施し実践
的な指導を行
う。 

Ａ 

登下校の様子を踏まえた日常的
な指導、集会における啓発、定期
的な自転車の安全点検等により、
交通安全について生徒の意識が
高まった。年間を通し、無事故を
達成することができた。 



 
 
 
 
 
 
 
 
人権 
教育 
の 
推進 

 

「命を大
切にする
心を育む
指導」の充
実 

教師自身が、児
童生徒の命と人
権を大切にする
雰囲気緒を作り
出し、日々の実
践につなげる。 

一人一人の声や姿
をみつめながら、き
つさや良さを分か
りかかわっていく。 

人権目安箱や
標語、挨拶運
動など学部学
科ごとに地道
に積み上げる
｡ 
教師は１人1
レポートを作
成し、実践を
見つめなおす 

Ｂ 

学部、学科毎に特色を生かし指導
に取り組むことができた。 
夏季休業中にレポートについての
グループ討議を行い意見を交換す
ることができた。 

人権意識
の向上 
 
 

職員の人権意識
の向上 

児童生徒へのかか
わりを振り返る中
で、指導や支援を見
つめ直し､質を高め
る。 

記録を基に、
職員間で振り
返り、改善す
る。ニーズに
沿った研修を
実施し、人権
意識を高め差
別を許さない
環境を作る。 

Ｂ 

日常的な指導の振り返りは、各学
部学科で実施した。研修について
今年度は、コロナ感染症対応のた
め全職員集まっては実施できなか
ったが、オンライン等での研修な
ど、もう少しする必要があった。 

児童・生徒の人
権意識の向上 

友だちとの協力･生
命･共生などテーマ
を決めて主体的に
活動し､人権意識を
高める。 

日常の中で、
大切にしたい
ことや明るく
楽しい学校生
活を送るため
に、取組を決
めて実践する
。 

Ｂ 

友人関係の中できつい状況にある
当事者だけでなく、様子を見てい
た友達から教師への訴えなども見
られるようになった。今後も児童
会や生徒会、生活指導部と連携し
ていきたい。 

 
 
 
 
 
 
 
いじ 
めの 
防止 
等 

いじめ問
題の未然
防止・早期
発見・早期
対応 

児童生徒の実態
に応じた取組 

各学部学科や寄宿
舎において、児童生
徒を主体とした取
組の充実を図る。 

集会等でいじ
め防止に向け
た啓発活動や
それぞれの取
組を校内及び
寄宿舎内の掲
示等により、
いじめを許さ
ない環境をつ
くる。 

Ｂ 

いじめ防止集会を実施すること
で、いじめを許さない集団づくり
について確認した。 
また、互いを認め合う活動、スロ
ーガンや標語の作成等、各学部学
科の実態に応じて取り組むこと
ができた。 

丁寧な実態把握
と情報共有 

いじめの発見につ
ながるアンケート、
相談体制、支援体制
を整備する。 

定期的にアン
ケート及び個
別面談を実施
する。適時、結
果や気づきの
情報共有によ
り、職員間で
共通理解を図
る。 
スクールサイ
ンを活用し、
相談窓口を拡
充する 

Ｂ 

アンケート結果後の面談や生徒
からの相談に対し、丁寧に対応す
ることができた。 
希望者を対象として、スクールサ
インの登録を行い、相談窓口を広
げることができた。 

組織的かつ継続
的な対応 

いじめ問題に対す
る職員一人一人の
感度を高め、いじめ
未解消ゼロを実現
する。 

いじめ防止対
策推進委員会
で､定義に沿
って正しく認
知し､適切な
対応に努める
。職員研修を
年に2回実施
し、いじめ問
題の捉え方、
組織的な対応
、解消に向け
た取組等につ
いて全職員で
確認する。 

Ａ 

いじめの定義に沿い、対策委員会
の中で１４件をいじめ事案とし
て適切に認知した。内７件は解消
でき、残り７件については、継続
的に見守り支援等を行いながら、
解消に向けて取組中である。 
全体研修とグループ別研修を実
施し、いじめの捉え方や対応につ
いて、職員間で共通理解を図るこ
とができた。 

 
 
 
 

地域 
支援 
 
 
 
 
 
 
 

一人一人

の教育的

ニーズの

把握に基

づいた支

援 

 

巡回相談及び教
育相談の実施 

校外からの巡回相
談や教育相談の依
頼に可能な限り応
じる体制を整える。 

特別支援教育
CO、スーパー
ティーチャー
を中心に校内
の巡回相談員
が協力し、巡
回相談、教育
相談に応じセ
ンター的機能
を果たす。 

Ａ 

巡回相談は、10校14回実施し、相手
校に丁寧に連絡を取りながら進め
た。教育相談においても、担当者で
情報共有しながら対応し、センタ
ー的機能を果たすことができた。 

地域にお
ける特別
支援教育

宇城地域の地域
連携協議会への
協力 

各地域連携協議会
に積極的に参加し、
特別支援教育の推

特別支援教育
コーディネー
ターを中心に

Ａ 
コロナ禍の中、各地域とも連携協
議会が開催されにくい状況であっ
たが、地域からの要請には積極的



 
地域 
支援 

の推進 
 

進を図る。 各地区の担当
者を決め、専
門的な立場か
ら連携協議会
に参加し、各
々の要請に応
じていく。 

に応じ、特別支援学校としての役
割を果たすことができた。 

 
地域 
連携 
(ｺﾐｭﾆﾃ
ｨ･ｽｸｰﾙ
など) 

地域とと
もにある
学校づく
りの推進 
 
 

統合型コミュニ
ティ・スクール
に係る学校運営
協議会の推進 

学校の具体的な取
組みについて地域
住民、保護者が意見
を交換し学校運営
に反映させる。 

学校運営協議
会を2回開催
し、委員の方
々からの意見
を参考にして
地域との協力
体制を構築す
る。 

Ｂ 

1回目の学校運営協議会では肢体不
自由部門と知的部門とに分けて、今
年度から次年度に向けての本校の
展望について意見を頂いた。2回目
の学校運営協議会はコロナ禍の中、
資料配付、紙面上で意見を頂く等し
て開催した。 

 
 
 
 
 

保健 
安全 
指導 

児童生徒
職員の安
全を守る
ため、地震
津波・火災
等の避難
に関する
取組の充
実 
 

福祉避難所マニ
ュアルの整備 

学校の特性を踏ま
えて福祉避難所マ
ニュアルを策定す
る。 

学校運営協議
会の話し合い
や避難訓練を
通して防災上
の課題を明ら
かにしてより
実践的なマニ
ュアルを作成
する。 

Ａ 

学校運営協議会での話し合いや本
校の特性を踏まえ、福祉避難所の
運営方法等も含めた「危機管理マ
ニュアル（自身･津波）」を作成し
た。今後は、ＰＤＣＡサイクルに基
づいた改善を断続的に行っていく
必要がある。 

南豊崎地区との
合同地震津波避
難訓練の実施 

地域の住民の方々
及び豊川小学校と
合同地震津波訓練
を実施し、課題を明
らかにしてより安
全な避難方法を検
討する。 

南豊崎区及び
豊川小学校と
連携して避難
訓練計画を作
成する。また、
訓練実施後に
､意見や助言
より､避難方
法を改善する 

Ｂ 

新型コロナウイルス感染防止のた

め南豊崎地区の方々は不参加とな

ったが、豊川小学校と共に合同地

震津波避難訓練を実施し、訓練後

のアンケートや反省会の内容を参

考にして、避難方法の見直しを行

った。 

医療的ケ
アの円滑
な実施の
推進 

実施要項に基づ
いた円滑な実施 

医療的ケアに関す
る事故を防止する。 

関係者間で連
絡を密に取り
合う。校内ほ
ほえみ連絡会
では、医療的
ケアが安全・
確実に実施で
きるよう共通
理解を図る。
また、体調急
変時の対応マ
ニュアルの確
認とともに、
状態の変化が
あった場合に
は、速やかに
改訂し周知す
る。 

Ｂ 

日々の児童生徒の出席状況や学
習活動内容に応じ、看護師と連絡
を取り合い、安全に医療ケアが実
施できた。緊急時は体調急変時個
別マニュアルに基づき、関係者等
連携し対応した。体調の変化に合
わせ、指示内容を主治医に確認し
情報共有ができた。事業の目的は
年度当初の保護者説明会や連絡
会等で共通理解を図っている。保
護者の要望についても随時検討
し、可能な範囲で対応したが、学
校と保護者、看護師が担う役割の
バランスに課題があり、随時共通
理解を図る必要がある。対象児童
生徒の病状等により、ケア体制を
弾力的に運用したが、ケアが重複
した場合、円滑なケアが困難な状
況が出てくると思われる。 

 
 
 
情報 
教育 
 

ICTを活用
した教育
の情報化
の推進 
 
 

情報機器の管理
体制の構築 

情報機器の安全・維
持管理のための点
検の取組 

SDカード等の
チェック表を
作成し、月に
２回（15日、3
0日）確認・所
在を把握する
。 

B 

月２回の確認を行うことで、情報
漏洩防止や機器の扱い方の向上に
繋がった。定期点検の取組も定着
してきた。今後は、他の機器でも管
理体制を整備していくことが課題
である。 

授業や校務にお
けるICT活用の
推進 

ICT活用の推進に伴
う職員研修の実施 

本校職員のニ
ーズに応じた
職員研修の計
画し、実施を
する。 

Ｂ 

新型コロナウィルス対策で時間を
短縮して研修を行ったが、ICT化へ
の潮流を感じてもらえる内容だっ
た。また、Web研修等を通して、個
々人の知識やスキルの上達が図れ
た。教育用ICT機器の拡充は今後の
課題である 



学校に関する様
々な情報の提供 

「開かれた学校」を
目指した本校ホー
ムページの発信 

「学校アルバ
ム」等日々の
教育活動を知
らせるページ
を充実するた
め、各学部・学
科とも最低月
1回はアップ
する。学校行
事の案内や各
お知らせ等を
発信する。 

Ｂ 

日々の教育活動を知らせる「学校
アルバム」は、各学部・学科ともに
月１回以上の更新ができ、教育活
動の発信に努めることができた。
学校行事・お便り・学校からのお知
らせも定期的に発信することがで
きた。 

 
 
 
 
寄宿舎
指導 
 
 

仲間と共
に生活を
豊かにす
る寄宿舎
の実現 
 
 

安心安全な寄宿
舎生活の実現 

各棟の棟代表を中
心に、協力し合って
日常の生活の充実
を図る。 

生活の中で、
コロナ及び感
染症予防の対
策を講じる。
新しい生活様
式に必要なル
ールを再確認
し、意識付け
を行う。 

Ｂ 

わかば会活動を各棟中心の活動に
したり、食事場所を分散したりし
て、密を避けて、感染症予防を実施
できた。 
廊下等で、密になる部分があった
ので、今後も、感染予防の徹底と新
生活様式の定着を進めたい。 

仲間とともに生
活する中で、互
いの良さを認め
合い、互いの立
場を尊重する態
度の育成 

いじめを許さない
集団づくりを目指
し、互いに良い所を
見つける取組を実
践する。 

寄宿舎の人権
教育を適宜実
施する。生活
の中で、役割
を分担したり
協力し合った
りするように
する。 

Ｂ 

各棟代表を中心に、役割を分担し
たり、いじめを許さない宣言をし
たりして、互いの良さに気づくこ
とができた。 
次年度も、引き続き互いを尊重す
る態度の育成を図りたい。 

  
４ 学校関係者評価 
○各評価項目等、細部にわたる観点が明確であり、具体的目標・方針等について、今年度コロナ禍の教育環

境の中で、苦労されたと拝察する。次年度への引継ぎでより成果を高められると思う。 

○コロナ禍で、いろいろな制限を受けながら授業研究会やその他の研修会等、先生方でできることを積極的

に模索し実践されているように感じた。いじめ防止の取組みや地域支援も充実している。 

○Zoomを活用した取組みは、今後も必要。高等部の生徒には、接続や操作について学習する場を設けてもら

いたい。 

○医療的ケアに必要な体制の充実、可能な限り対応できるよう取り組んでほしい。 

○これまで以上に、災害、緊急時などの対応策の見直し・改善が必要。 

 

５ 総合評価 

○コロナ禍でのスタートした今年度は、すべての学校行事で感染症予防のため計画を見直すことが必要とな

り、中止したり規模を縮小したりすることになった。学部、学科で工夫しながら行事を計画し、学校祭「き

らり祭」ではZoomを使った方法で開催できた。 

○今年度も、年間を通じ文化系の作品製作（制作）や作文等のコンクールにも多数応募するなどの活動を通

して、各種表彰を受ける成果を挙げることができ、学校全体の活性化となった。 

○働き方改革では、職員の業務として不要なものをそぎ落とし、効率的かつ効果の上がる働き方を見出すよ

うに手探りの状況である。職員の心身の安定や風通しのよい職場環境の整備の面では、大きな課題があるの

で、その点を今後より良い方向へ向かうように示していきたい。 

○児童生徒の多様化が、本校内でもこの一年で感じ取られ、児童生徒の学習指導・生活指導等の在り方も、

様々な工夫が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

６ 次年度への課題・改善方策 

○肢体不自由を対象とした学校として特色を存分に発揮できる教育活動を実践していく。オンラインを初め

とし、ＩＣＴの活用を推進していく。 

○学校全体での研究については、今後さらに実践となる授業や支援等で活かし、これからの研究の方向性を

打ち出せるようにする。 

○業務改善や職員の健康管理も含めた「働き方改革」を推進し、効率の上がる業務改善、職員の心身のリフ

レッシュも含めた時間の使い方など、多方向から実施していく。 

○ほほえみスクールライフ支援事業では新しく更新される部分があり、これまで以上の学校、保護者、看護

師の協力連携が更に大切になるため、関係職員、保護者、看護師への丁寧な説明と情報共有が必要。 

○児童生徒一人一人を大切にして、それぞれの個性を的確に掴み、学習指導や生活指導・支援等に活かせる

ような取組を実践していく。また、職員自身も自らのスキルアップに繋げていくような自己研鑽も積ませて

いく。 

 


